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して、Ajzen による計画行動理論（Theory of planned behavior）3 がある
（図 1）。これは「行動（Behavior）」に対する動機付けとなる「行動意図
（Intention）」の要因を説明するモデルであり、「行動意図」には、行動に
対する「態度（Attitude toward the behavior）」「主観的規範（Subjective 







































































（Two-phase model for environmental conscious behavior）がある（図
3）8。環境配慮行動の実行までには、「目標意図」の形成及び「行動意図」

























































































































広瀬モデル＊ ごみの減量 アンケート調査の設計実施 重回帰分析
小池他
（2003）

































広瀬モデル 環境配慮行動と関心 アンケート調査の設計実施 共分散構造分析
竹橋・元吉
（2016）



















































































ニターによる Web アンケート調査は、東京 23 区、名古屋市、大阪市に


























































































































その親の計 914 名（有効回答率 60％）を対象とする。設問は、ごみ減量
行動（10 行動）、環境認知（8 項目）、行動評価（7 項目）及び情報的影響
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20 表 2 作成にあたり土井（2011）を参照した。
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